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○海上自衛隊の予備自衛官の任用､服務等に関する達 

 

昭和 45 年 7 月 1 日  

海上自衛隊達第 49 号 

改 正   昭 和 56 年 １ 月 22 日 海 上 自 衛 隊 達 第 ２ 号 〔 第 １ 次 改 正 〕  

平 成 元 年 ３月 ４日   海 上 自 衛 隊 達 第 ６号 〔元 号 を改 める政 令 の施 行 に  

伴 う関 係 海 上 自 衛 隊 達 の整 理 に関 する達 40条 による改 正 〕  

平 成 18年 ７月 2 8日   海 上 自 衛 隊 達 第 2 9号 〔内 部 部 局 等 の改 編 に伴 う  

関 係 海 上 自 衛 隊 達 等 の整 理 に関 する達 1 5条 による改 正 〕  

                                                 平 成 20年 ４月 ８日   海 上 自 衛 隊 達 第 32号 〔第 ２次 改 正 〕  

    平 成 23年 ４月 １日   海 上 自 衛 隊 達 第 11号 〔防 衛 省 行 政 文 書 管 理 規 則  

の制 定 に伴 う関 係 海 上 自 衛 隊 達 の一 部 を改 正 する達 22条 による改 正 〕  

平 成 24年 ８月 1 7日   海 上 自 衛 隊 達 第 1 5号 〔海 上 自 衛 隊 の予 備 自 衛 官  

の招 集 手 続 に関 する達 の一 部 を改 正 する達 附 則 ３項 による改 正 〕  

                                               平 成 28年 ５月 18日   海 上 自 衛 隊 達 第 1 7 (第 ３次 改 正 )  

                                                 平 成 29年 ５月 24日   海 上 自 衛 隊 達 第 19号 〔第 ４次 改 正 〕  
令 和 元 年 ６月 2 7日  海 上 自 衛 隊 達 第 17号 〔不 正 競 争 防 止 法 等 の一 部  

を改 正 する法 律 の施 行 に伴 う関 係 海 上 自 衛 隊 達 の整 理 に関 する達 第  

24条 により改 正 〕  

令 和 元 年 ７月 2 2日  海 上 自 衛 隊 達 第 10号 〔防 衛 省 における文 書 の形 式  

に関 する訓 令 等 の一 部 を改 正 する訓 令 の施 行 に伴 う関 係 海 上 自 衛 隊  

達 の整 理 に関 する達 第 3条 により改 正 〕  

予備自衛官の任免､ 服務､ 服装等に関する訓令 (昭和37年防衛庁訓令第

１号)の規定に基づき､及び同訓令を実施するため､海上自衛隊の予備自衛

官の任用､服務等に関する達を次のように定める｡ 

 

海上自衛隊の予備自衛官の任用､ 服務等に関する達 

目次 

第１章  総則(第１条―第３条) 

第２章  任用等(第４条―第18条) 

第３章  服務等(第19条―第21条) 

附則 

第１章  総則 

(趣旨) 

第１条 この達は､海上自衛隊の予備自衛官(以下｢予備自衛官｣という｡) 

の任用及びこれに伴う人事管理並びに服務等に関して必要な事項を定

めるものとする｡ 

(定義) 

第２条 この達において､次の各号に掲げる用語の意義は､当該各号に定

めるところによる｡ 

（１）施行規則 自衛隊法施行規則(昭和29年総理府令第40号)をいう｡ 

（２）訓令  予備自衛官の任免､服務､服装等に関する訓令をいう｡ 
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（３）担当地方総監  地方協力本部の位置を警備区域内に含む地方隊

の地方総監をいう｡ 

(担当地方総監の責務) 

第３条 担当地方総監は､予備自衛官の募集及び任用について担当地方協

力本部長と密接な連絡を保ち､ 当該業務が円滑に実施できるように努

めるものとする｡ 

第２章  任用等 

第４条  削除 

(任用基準数) 

第５条 予備自衛官の任用基準数は､毎年度当初及び必要に応じ､その都

度示す｡ 

(志願票の受理等) 

第６条 部隊等の長は､退職する自衛官で予備自衛官を志願する者がある

ときは､ その者が離隊する前に予備自衛官志願票を提出させるものと

する｡ 

２ 部隊等の長は､訓令第３条第２項の規定による予備自衛官志願票を受

理したときは､ 当該予備自衛官志願票及びその者の離職者身上書(以

下｢志願票等｣という｡)を､訓令第４条第２項及び第５条第１項の規定

による継続任用志願票を受理したときは､当該継続任用志願票を､ そ

れぞれ速やかに当該部隊等の所在地を警備区域内に含む地方隊の地方

総監に提出し､又は送付するものとする｡ 

３ 地方総監は､ 前項の規定による予備自衛官志願票及び継続任用志願

票(以下｢志願票｣という｡)の提出又は送付を受けた場合において､ 当

該志願者が自衛官を退職した後の住所の属する都道府県の区域を担当

区域とする地方協力本部の位置が当該地方隊の警備区域外であるとき

は､当該地方協力本部の位置を警備区域内に含む地方隊の地方総監に

対し､ 当該志願票等及び継続任用志願票を移送するものとする｡ 

(予備自衛官志願者連名簿及び予備自衛官継続任用志願者連名簿の作成等) 

第７条 地方総監は､前条第２項の規定により提出又は送付を受けた志願票及

び担当地方協力本部長から送付された志願票に基づき､予備自衛官の志願

者については別記様式第１による予備自衛官志願者連名簿を､ 予備自衛官
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の継続任用志願者については別記様式第２による予備自衛官継続任用志願

者連名簿を､ それぞれ月別及び地方協力本部別に作成し､ これに志願票

等を添付して毎月25日までに担当地方協力本部長に送付するものとする｡ 

２ 前項の場合において､地方総監は､志願者連名簿､志願票等及び継続任

用志願票の写しを作成し､ 幹部の予備自衛官の志願者に係るものについて

は､これを速やかに海上幕僚長に提出し､准海尉以下の予備自衛官の志願者

に係るものについては､ これを保管するものとする｡ 

(身体検査) 

第８条  部隊等の長は､退職する自衛官から予備自衛官を志願するための

身体検査証明について要請があつた場合には､ 身体検査を実施するも

のとする｡ ただし､当該部隊等でこれを実施することができない場合

は､当該身体検査を実施できる最寄りの部隊等の長に依頼するものと

する｡ 

２ 前項の身体検査は､ 海上自衛隊における健康診断の実施基準に関す

る達 (昭和43年海上自衛隊達第30号) に定める継続任用志願時の健康

診断に準じて実施するものとする｡ただし､当該志願者が自衛官退職前

３箇月以内に実施した健康診断又は身体検査の検診項目については､ 

その診断をもつて代えることができる｡ 

３ 前項の規定は､ 予備自衛官の継続任用志願者に対する身体検査の場

合に準用する｡ 

(採用割当員数等の通知) 

第９条 地方総監は､海上幕僚長から示された任用基準数に基づき地方

協力本部別に予備自衛官の採用時期､ 採用割当数等を決定し､これを

別記様式第３により方面総監に通知するとともに当該文書の写しを関

係のある地方協力本部長に送付するものとする｡ 

(採用等の通知) 

第10条 幹部の階級に指定される予備自衛官の採用及び継続任用につい

ての通知は､ 担当地方協力本部長を通じて行う｡ 

(予備自衛官補から任官される予備自衛官の階級の指定) 

第10条の２ 訓令第７条の２に定める予備自衛官補(技能)から任官され

る予備自衛官の階級については､ 保有する特殊又は高度の技術及び知
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識に応じて､別表第１の予備自衛官補からの任官階級表を基準として

指定するものとする｡ 

(職域指定のための通知) 

第11条 予備自衛官の職域は､ 当該予備自衛官が自衛官を退職するとき

に認定されていた主特技に基づき､ 幹部自衛官であつた者については

大職域を､ 准海尉以下の自衛官であつた者については小職域を､ それ

ぞれ担当地方総監が担当地方協力本部長に通知するものとする｡ 

２ 前項の規定にかかわらず､ 予備自衛官補から任官される予備自衛官

の場合は､ 保有する特殊又は高度の技術及び知識に応じて､別表第２

の予備自衛官補からの指定職域及び特技表を基準として指定するもの

とする｡ 

(特技の指定及び通知) 

第12条 訓令第８条の規定により行う予備自衛官の特技の指定は､当

該予備自衛官が自衛官を退職するときに認定されていた主特技を指

定するものとする｡ 

２ 前項の主特技は､担当地方総監が担当地方協力本部長に通知する

ものとする｡ 

３ 前２項の規定にかかわらず､現に指定されている予備自衛官の特

技を変更する必要がある場合には､ 自衛官について定めている特技

の資格要件に該当する者について､ 幹部の予備自衛官にあっては海

上幕僚長が､ 准海尉以下の予備自衛官にあっては担当地方総監が､ 

それぞれ該当する特技を担当地方協力本部長に通知するものとす

る｡ 

４ 第１項の規定にかかわらず､予備自衛官補から任官される予備自

衛官の場合は､ 保有する特殊又は高度の技術及び知識に応じて､別

表第２の予備自衛官補からの指定職域及び特技表を基準として指定

するものとする｡ 

(予備自衛官補から任官される予備自衛官の階級､職域及び特技指定の

ための通知)  

第12条の２ 予備自衛官補から任官される予備自衛官の階級､職域及

び特技指定のための担当地方協力本部長への通知は､ 別記様式第３
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の２により海上幕僚監部人事教育部長が行い､写しを担当地方総監

に送付するものとする｡ 

 (配置の指定及び通知) 

第12条の３ 防衛招集､ 国民保護等招集及び災害招集の際の配置につい

ては､事前に指定するものとし､幹部の予備自衛官については海上幕僚

長が､ 准海尉以下の予備自衛官については担当地方総監が､ それぞれ

該当する配置を担当地方協力本部長に通知するものとする｡ 

２ 前項における配置指定要領については別に定める｡ 

(予備自衛官個人カードの作成等) 

第13条 予備自衛官の人事管理を円滑に実施するため､ 海上幕僚長は幹

部の予備自衛官について､ 地方総監は准海尉以下の予備自衛官につい

て､ それぞれ採用の都度別記様式第４による予備自衛官個人カードを

作成し､ これを常に最新の状態にしておかなければならない｡ 

(予備自衛官人事状況確認名簿の作成等) 

第14条 海上幕僚長又は担当地方総監は､前条の区分に従い､それぞれ毎

年１回別記様式第５ による予備自衛官人事状況確認名簿３部を作成

し､ これを担当地方協力本部長に送付して人事状況の確認を求めるも

のとする｡ 

２ 海上幕僚長又は地方総監は､前項の規定により確認された予備自衛

官人事状況確認名簿により予備自衛官個人カードの補正を行うものと

する｡ 

(新採用予備自衛官経歴票の提出及び処理) 

第15条 地方総監は､ 担当地方協力本部長から送付を受けた新採用予備

自衛官経歴票のうち､幹部の予備自衛官に係るものについては海上幕

僚長に提出するものとする｡ 

２ 新採用予備自衛官経歴票の処理要領については､ 別に定める｡ 

(予備自衛官人事月報の提出及び処理) 

第16条 地方総監は､ 担当地方協力本部長から送付を受けた予備自衛官

人事月報２部のうち､その１部を速やかに海上幕僚長に提出するもの

とする｡ 
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２ 予備自衛官人事月報の処理要領については､ 別に定める｡ 

(人事評価) 

第17条 訓令第９条第１項に規定する予備自衛官の人事評価は､別記様

式第６に掲げる評価項目ごとに行うものとする｡ 

２ 別記様式第６に掲げる評価項目のうち､配置訓練は､海上自衛隊の教

育訓練の実施に関する達 (昭和42年海上自衛隊達第31号) 別表第８を

基準として実施するものとする｡ 

第17条の２ 訓令第９条の３第１項に規定する人事評価の記録は､予備

自衛官人事評価記録書 (以下この条から第18条までにおいて｢記録書｣ 

という｡) として作成しなければならない｡ 

２ 記録書の様式は､別記様式第６のとおりとする｡ 

３ 記録書は､予備自衛官ごとに３部作成しなければならない｡ 

第17条の３ 訓令第９条第２項に規定する実施権者は､訓令第９条の２

第２項の規定による確認を行つた記録書を担当地方協力本部長に送付

しようとするときは､幹部の予備自衛官の記録書にあっては担当地方

協力本部長及び海上幕僚長にそれぞれ１部を､ 准海尉以下の予備自衛

官にあっては担当地方協力本部長及び担当地方総監にそれぞれ１部を

訓令第９条の３第３項に規定する期間までに送付するものとし､ １部

を保管する｡ 

第17条の４ ２回に分けて訓練招集に出頭する予定の予備自衛官の人事

評価は､１回目の訓練実施部隊等の評価者が､記録書に掲げる評価項目

ごとに当該予備自衛官の記録書に仮記載をして２回目の訓練実施部隊

等の評価者に申し送りを行い､２回目の訓練実施部隊等の評価者が評

価を行うものとする｡ 

２ 前項の場合において､訓令第９条第２項に規定する実施権者(１回目

の訓練実施部隊等の長をいう｡)は､訓令第９条の２第２項の規定に準

じて人事評価が適当である旨の確認を行うものとする｡ 

３ 前項の実施権者は､同項の規定による確認を行った記録書を､担当地

方総監に訓令第９条の３第３項に規定する期間までに送付するものと

する｡ 

４ 担当地方総監は､前項の規定により送付を受けた記録書を２回目の
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訓練実施部隊等の長に第１項の予備自衛官が２回目の訓練招集に出頭

する予定期日までに送付するものとする｡ 

５  第１項の規定により行った申し送り及び第２項の規定により行った

確認は､第１項の予備自衛官が当該年度における２回目の訓練招集に

出頭しなかったときに､訓令第９条の２第１項本文に規定する評価及

び同条第２項に規定する確認が行われたものとみなす｡この場合にお

いて､担当地方総監は､第３項の規定により送付を受けた記録書にこの

項前段の適用を受けた旨を記載して､ 幹部の予備自衛官の記録書にあ

っては担当地方協力本部長､ 海上幕僚長及び１回目の訓練実施部隊等

の長にそれぞれ１部を､准海尉以下の予備自衛官の記録書にあっては

担当地方協力本部長及び１回目の訓練実施部隊等の長にそれぞれ１部

を送付するものとする｡ 

(担当地方総監の変更があつた場合の措置) 

第18条 地方総監は､ 第16条第１項に規定する予備自衛官人事月報の担

当変更(転入)欄の該当者のうち､担当地方総監を異にして移動した者

があるときは､従前の担当地方総監から､当該予備自衛官の予備自衛官

個人カード､ 志願票等の写し､ 記録書その他必要な書類の移管を受け

るとともに､当該予備自衛官に対して担当地方総監が変更になつた旨

を通知するものとする｡ 

(昇進) 

第19条 訓令第10条第４項の規定による予備自衛官の昇進の実施に関し

必要な事項は､別に定める｡ 

第３章  服務等 

(入院した場合の措置) 

第20条  訓練実施部隊等の長は､ 訓練招集中に負傷し､又は発病した予

備自衛官を病院に入院させた場合には､ 当該予備自衛官の担当地方協

力本部長､招集連絡人及び留守担当者に､ この旨を通報しなければな

らない｡ 

２ 訓練実施部隊等の長は､ 入院させた予備自衛官の病状を把握すると

ともに､前項に掲げる者と密接な連絡を保つように努めるものとする｡ 

(死亡等の場合の措置) 



8 

 

第21条 訓練招集中の予備自衛官が､危篤(病状が重く危篤に陥るおそれ

がある場合を含む｡ 次項において同じ｡)､又は死亡と診断されたとき

は､隊員の分限､服務等に関する訓令(昭和30年防衛庁訓令第59号) 第

16条から第19条までの規定に準じて処理するものとする｡ 

２ 前項の場合において､危篤又は死亡の通報及び死亡報告書の提出は､ 

訓練実施部隊等の長が行い､ 死亡の場合の処置については､訓練実施

部隊等の長が担当地方協力本部長と協議して行うものとする｡ 

附  則 

この達は､昭和45年７月１日から施行する｡ 

附  則  Ǹ第１次改正による附則ǹ 

この達は､ 昭和56年１月22日から施行する｡ 

附   則    Ǹ元号を改める政令の施行に伴う関係海上自衛隊達の整

理に関する達の附則抄ǹ 

１ この達は､ 平成元年３月４日から施行する｡ 

２ この達の施行の日以後において､ 昭和に係る報告､ 通知等を行う場

合にあっては､ 当該報告､ 通知等を行う場合に用いる様式中｢平成｣と

あるのは､｢昭和｣と読み替えるものとする｡ 

４ この達の施行の際､現に存するこの達による改正前の様式による用

紙は､当分の間､ これを補正して使用することができる｡ 

 

附   則〔内部部局等の改編に伴う関係海上自衛隊達等の整理に関す

る達の附則〕 

この達は､ 平成18年７月31日から施行する｡ 

附   則〔第２次改正による附則〕 

この達は､ 平成20年４月８日から施行する｡ 

附   則〔防衛省行政文書管理規則の制定に伴う関係海上自衛隊達の

一部を改正する達の附則〕 

この達は､ 平成23年４月１日から施行する｡ 

附   則〔海上自衛隊の予備自衛官の招集手続に関する達の一部を

改正する達の附則抄〕 

この達は､平成24年８月17日から施行する｡ 

附  則〔海上自衛隊の予備自衛官の招集手続に関する達の一部を改
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正する達附則３項による改正〕 

この達は､ 平成28年５月18日から施行する｡ 

附  則〔第３次改正による附則〕 

この達は､ 平成29年５月30日から施行する｡ 

附  則〔第４次改正による附則〕 

この達は､令和元年６月27日から施行する｡ 

附 則〔不正競争防止法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係海

上自衛隊達の整理に関する達第24条により改正〕 

 

 

 (施行期日)  

この達は､ 令和元年７月22日から施行する｡ 

 

 



第５類 海上自衛隊の予備自衛官の任用､ 服務等に関する達 

 10 ◇ 

別表第１ 第 10 条の２関係 ) ( 

予備自衛官補からの任官階級表 

注：各欄の上段は経験年数､ 下段は採用年度における年齢とする｡ 

技能 

区分 

階級 

資格 
３等海曹 ３等海佐 ２等海曹 １等海曹 海曹長 ３等海尉 ２等海尉 ２等海佐 １等海尉 

船 

舶 

１級海技士 

( 航海 ) 

( 機関 ) 

年以上 20 

43 歳以上 

12 年以上 

35 歳以上 

７年以上 

歳以上 30 

７年未満 

歳未満 30 

２級海技士 

( 航海 ) 

機関 ( ) 

年以上 11 

歳以上 34 

４年以上 

27 歳以上 

４年未満 

27 歳未満 

３級海技士 

) 航海 ( 

機関 ) ( 

６年以上 

歳以上 29 

１年以上 

歳以上 24 

１年未満 

23 歳以上 

１年未満 

歳未満 23 

４級海技士 

( 航海 ) 

( 機関 ) 

24 年以上 

47 歳以上 

18 年以上 

41 歳以上 

18 年未満 

歳未満 41 

５級海技士 

) 航海 ( 

) 機関 ( 

年以上 19 

歳以上 42 

９年以上 

歳以上 32 

９年以上 

歳未満 32 



 

 

第５類 海上自衛隊の予備自衛官の任用､ 服務等に関する達 
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別表第２ ) 第 11 条､ 第 12 条関係 ( 

予備自衛官補からの指定職域及び特技表 

資格等 
指定特技 指定職域 

大職域 小職域 

航 海  

１級海技士 

用 兵  艦 艇  艦艇幹部 
２級海技士 

３級海技士 
経験年数：１年以上 
年 齢：24 歳以上 

 
 

航 海  航海員 
 

 

機 関  

 

用 兵  機 関  機関幹部 
２級海技士 

３級海技士 
経験年数：１年以上 
年 齢：24 歳以上 

３級海技士 
経験年数：１年未満 

ディーゼル ディーゼル員 
４級海技士 

５級海技士 



 

 

 

第５類 海上自衛隊の予備自衛官の任用､ 服務等に関する達 

◇ 12 

別記様式第１ ( 第７条関係 ) 

予 備 自 衛 官 志 願 者 連 名 簿  

( 年 月 日) 

海 上  地方総監部 

備考：１ この名簿は､ 幹部と准海尉以下とに区分し､ それぞれ別葉に記載して作成する｡ 

｢４ 年齢｣ 欄は､ 志願票を受理した日の属する月の末日における満年齢を記載する｡ ２ 

３ ｢10 職業 (身分)｣ 欄の記載は､ 自衛官退職時の志願者については省略することができる｡ 

４ ｢11 退職時の人事評価｣ 欄は､ 人事評価に関する訓令 (平成 28 年防衛省訓令第 56 号) の規定に基づき実施された人事評価の 

全体評語を記載する (人事評価の結果がない場合は､ 同 ｢業績｣ 欄に廃止前の勤務評定に関する訓令 (昭和 33 年防衛庁訓令第 10 

号) の規定に基づき実施された勤務評定 (審査官記号) を記載し､ 備考欄に ｢勤務評定｣ と記載する｡)｡ 

５ ｢12 身体検査判定｣ 欄は､ 海上自衛隊における健康診断の実施基準に関する達 (昭和 43 年海上自衛隊達第 30 号) 別表第５の 

基準に基づき､ 同表総合判定欄に掲げる総合判定のいずれかを記載する｡ 

６ 用紙の大きさは､ 日本産業規格Ａ列４番とし､ 横書きとする｡ 

1 
付 受 

2 
名 氏 

3 
階級 

4 
年齢 

5 
職域 

6 
特技 

7 
自 衛 官  
在職期間 
( 年－月 ) 

8 
自衛官 
退

職  理由別 

9 
自 衛 官  
退職後の 
経過期間 

) 年－月 ( 

10 
職

業  
) 身分 ( 

11 
退職時の 
人事評価 

12 
身体 
検査 
判定 

13 
担

当  地本名 

13 
備

考  

番号 年月日 能力 業績 

名 計 



 

 

 

第５類 海上自衛隊の予備自衛官の任用､ 服務等に関する達 

別記様式第２ ( 第７条関係 ) 

予備自衛官継続任用志願者連名簿 

( 年 月末 任期満了の分) 

海 上  

地 方 総 監 部  

1 
付 受 

2 

名 氏 

3 

階級 

4 

年令 

5 

職域 

6 

特技 

7 

継続任用 

数 回 

8 
訓 練 招 集  

9 

防衛招集 
名 等 

( 年月日 ) 

10 

健康状態 

11 

部隊等の長の意見 

番

号  

回数 日数 年 月

日  
／ ／ 

／ ／ 

／ ／ 

／ ／ 

／ ／ 

／ ／ 

名 計 

備考：１ この名簿は､ 幹部と准海尉以下とに区分し､ それぞれ別葉として作成する｡ 

２ ４の欄は､ 任用期間の満了とする日の翌日の満年令とする｡ 

３ ８の欄は､ 分母に命令した合計回数及び合計した日数を､ 分子に出頭した合計回数及び合計日数を記入する｡ 

４ 防衛招集等招集時は８の欄について､ 防衛招集等招集時以外は９の欄について記入はしない｡ 

５ 10 の欄は､ 最も近い時期に実施した健康診断の判定基準に基づき､ Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄの区分を記入する｡ 

６ 用紙の大きさは､ 日本産業規格Ａ列４番とし､ 横書きとする｡ 
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第５類 海上自衛隊の予備自衛官の任用､ 服務等に関する達 

  

別紙様式第３ ( ) 第９条関係 

 発 簡 番 号 )  ( 

年 月 日)  ( 

方 面 総 監 殿  

地 方 総 監   

海上自衛隊予備自衛官の採用員数について (通知) 

標記について､ 次のとおり海上幕僚長の指示があつたので通知する｡ 

採 

用 

員 

数 

担 当地本名  地方協力本部 

月 月 別 月 月 

員 人 人 数 人 

関 係 書 類  月分予備自衛官志願者連名簿 

考 備 

採用希望内容 

その他 

月 

職 域 

員 数 
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第５類 海上自衛隊の予備自衛官の任用､ 服務等に関する達 

 

15 

11 

別記様式第３の２ ( ) 第 12 条の２関係 

発簡番号 

年月日 

○○地方協力本部長 殿 

海上幕僚監部人事教育部長 

予備自衛官補から予備自衛官に任官される者の階級､ 職域及び特技の指定につ 

いて (通知) 

標記について､ 下記のとおり通知する｡ 

記 

名 氏 

認識番号 

予備自衛官補 

採用年月日 

教育招集訓練期間 

修了年月日 ) ( 

保有資格 

指定階級 

指定職域 

指定特技 



第５類 海上自衛隊の予備自衛官の任用､ 服務等に関する達 

  ◇ 

 

別記様式第４ ( ) 第 13 条関係 

( ) 表 

予 

備 

自 

衛 

官 

個 

人 

カ 

ー 

ド 

○ ○ ○ ○ ○  
尉 士 長 ２ ３  
○ ○ ○ ○ ○  
佐 曹 准 １  

○ ○ ○ 
航空 艦艇 経補 

○ ○ ○ 
衛生 その他 技術 

○ ○ ○ ○ ○ ○  
４ ０ ２ ４ ６ ８  
○ ○ ○ ○ ○ ○  
５ １ ３ ５ ７ ９  

○ ○ ○ ○ ○ ○  
１ ３ ５ ７ ９  
○ ○ ○ ○ ○ ○  
２ ４ ６ ８  

○ ○ ○  
ア サ ナ  
○ ○ ○  
カ タ ハ  

①

階  
級 ② 職 域  ) 十位 ( ③ 採 用 年 月  ④ 頭 文 字   

① 

階 

級 

域 ② 職  ④(ふりがな) 

特 

技 

称 名 番

号  
氏 名 

① 

担当 
地本 

認 番 Ｍ 

③ 予 自 採 用  ⑤ 生 年 月 日  大 ・ 昭  年 月 日生 
本 籍 

留

守  担当者 
氏

名  

留

守  
続

柄  担当者 
住

所  

現住所 

招

集  連絡人 
氏

名  

続

柄  
招

集  連絡人 
氏

名  
勤務先 勤務先 

住

所  
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第５類 海上自衛隊の予備自衛官の任用､ 服務等に関する達 

  ◇ 

(裏)  
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第５類 海上自衛隊の予備自衛官の任用､ 服務等に関する達 

  ◇ 

別記様式第５ (第 14 条関係) 

海 上 予備自衛官人事状況確認名簿 

 

備考：１ この名簿は､ 地方協力本部別に作成する｡ 
２ ※印の防衛招集等期間は､ 防衛招集､ 国民保護等招集又は災害招集において招集された期間をいう｡ 

地方協 

力本部 

氏名 性 

別 

本 

籍 

生年月 学 

歴 

従事 

産業 

認識 

番号 

職 

域 

階 

級 

主 

特 

技 

採用 
年月 

階

級  指定年月 
自 衛 官  

自衛官 退 職 時  
職

務  期

間  

訓練招 
集期間 

※防衛 
招集等 
期

間  

人員欄 統計 摘要 

氏 名  
年 

号 年 月  年 月 年 月 階級 号棒 階級 
期間 
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第５類 海上自衛隊の予備自衛官の任用､ 服務等に関する達 
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別記様式第６ (第 17 条､ 第 17 条の２､ 第 17 条の４関係) 

予備自衛官人事評価記録書(        年度) 

 
備考：１ 第 17 条の４第１項の予備自衛官が当該年度における２回目の訓練招集に出頭しなかったときは､ ｢２ 訓練実施部隊等名：｣ 欄に ｢第 17 条の４

第５項前段の規定を適用｣ と記入する｡ 

２ 配置訓練を未実施の場合は､ 同評価欄に ｢未実施｣ と記入する｡ 
３ ｢健康状態｣ 欄は､ 海上自衛隊における健康診断の実施基準に関する達 (昭和 43 年海上自衛隊達第 30 号) 別表第５の基準に基づき､ 同表総合

判定欄に掲げる総合判定のいずれかを記載する｡ 
４ 用紙の大きさは､ 日本産業規格Ａ列４番とし､ 横書きとする。 


